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にて実施した国民アンケート、自治体アンケート及びヒア
リング結果の紹介

 先行事例として包括管理取組自治体の紹介
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国民・自治体へのアンケート・
ヒアリング実施の背景・目的
背景

• 地方公共団体が管理するインフラについては、ヒト（人材）・モノ（情報）・カ

ネ（予算）などの不足により適切な管理・運用が困難な状況に陥りつつある。

• アセットマネジメント（ＡＭ）は、経済活動を維持・向上するために有効な取り

組みの一つと考えられるが、導入が進まないことで、社会的損失を生んでしまう

ことが懸念。

国民アンケートの目的
• インフラのエンドユーザーである国民が、メンテナンスをどう考えているのか、

さらにＡＭの社会実装に関する意向をアンケートにより把握。

自治体アンケート・ヒアリングの目的
• 国民アンケートの結果からＡＭの社会実装は国民からの要請であったことを示し

た上で、自治体へのアンケート・ヒアリングを実施し、官民連携やＡＭの定着に

向けて、建設コンサルタンツ協会として支援できる事項を整理。

3※本資料におけるアセットマネジメントとは...
「適正な投資で施設群の社会的な価値を最大化する取り組み」を指します

１．国民アンケート結果
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国民アンケートの実施時期・調査数

•実施時期：２０２２年１月に実施

•調 査 数 ：２，０００
（幅広い意見を聞くため、全国民の性別・世代別構成を考
慮し、調査数は配分。内訳は下図参照。）
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国民アンケート

国民アンケートで判ったことは？

•国民の多くはＡＭ導入と必要な予算の確保に賛成。

•特にＡＭの導入により

 「インフラの長寿命化とコスト縮減の両立」

 「予算配分決定過程の透明化」

の実現に期待。

•民間の経営能力・技術力を活用についても賛成。

•その一方で、ＡＭの導入効果に関する適切な広報、
ていねいで判りやすい説明が求められている。
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国民アンケート



インフラ老朽化の実情を知ってい
ますか？

• 現在使われている道路橋や上下水道といったインフラは、今
後一斉に老朽化を迎えることが予想されています。

• あなたは、このことを知っていましたか？
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アンケート数：2,000（全国民の性別・世代別構成を考慮し調査数は配分）

 「知っていた（聞いたことはある）」が約８割を占めて
いる。

13.6%(271) 34.7%(694) 28.9%(577) 22.9%(458)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よく知っていた 知っていた 聞いたことはある 知らなかった

国民アンケート

インフラ老朽化の実情を知ってい
ますか？
（性別・世代別との相関性）
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 男性・女性ともに若年層より高年層の方が「知っていた（聞いたことはある）」の割合が高い。

 男性４０～６０代では「知っていた（聞いたことはある）」が約９割を超えている。

 一方、女性２０～４０代では「知らなかった」が約４割を占めている。

アンケート数：2,000（全国民の性別・世代別構成を考慮し調査数は配分）

21%(34)
17%(31)

23%(54)
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23%(46)
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34%(64)
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23%(41)

23%(55)
32%(69)

47%(98)

20%(33)
23%(42)

26%(63)
28%(60)

25%(49)

31%(49)
28%(51)

35%(83)
34%(73)

35%(74)

30%(48)
26%(49)

10%(25)
7%(16)

5%(10)

42%(66)
42%(75)

36%(85)
27%(58)

12%(26)
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男性20代
男性30代
男性40代
男性50代
男性60代

女性20代
女性30代
女性40代
女性50代
女性60代

よく知っていた 知っていた 聞いたことはある 知らなかった

国民アンケート



インフラを安全に利用し続ける
ためには・・・
• 利用者の少ないインフラの廃止や統合を行うなど、管理する
インフラの数を減らし、メンテナンス費の縮減を図るべきと
考えますか？
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23.4%(468) 46.8%(936) 23.2%(464) 6.6%
(132)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

 メンテナンス費の縮減を図るため、管理インフラ数
の低減に約７割が賛成。

アンケート数：2,000（全国民の性別・世代別構成を考慮し調査数は配分）

国民アンケート

メンテナンスに民間の力を活用
することについて
• 現在あるインフラは全て安全に利用できるよう、民間の経営
能力・技術的能力を活用し、メンテナンスを行うべきと考え
ますか？
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32.0%(639) 53.2%(1,064) 10.3%
(206)

4.6%
(91)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

 民間の経営能力・技術的能力を活用したメンテナン
スの実施に約８割強が賛成。

アンケート数：2,000（全国民の性別・世代別構成を考慮し調査数は配分）

国民アンケート



インフラを長持ちさせることへ
の期待
• ＡＭの導入により、インフラを長持ちさせるとともに、メン
テナンスにかかわる費用を可能な限り縮減することができる
と期待されています。この効果に対するＡＭの導入について、
あなたはどう思いますか？
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22.4%(448) 53.5%(1,069) 6.9%
(138)

2.0%
(39)

15.3%
(306)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

推進すべき どちらかといえば推進すべき どちらかといえば推進すべきではない 推進すべきではない わからない

 ＡＭの導入に約７割強が賛成。

アンケート数：2,000（全国民の性別・世代別構成を考慮し調査数は配分）

国民アンケート

予算配分決定過程の透明化への
期待
• ＡＭの導入により、限りある予算に対する各インフラへの配
分決定過程の透明化が可能になると期待されています。この
効果に対するＡＭの導入について、あなたはどう思います
か？
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24.3%(485) 48.0%(960) 5.7%
(114)

1.7%
(34)

20.4%
(407)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

推進すべき どちらかといえば推進すべき どちらかといえば推進すべきではない 推進すべきではない わからない

 各インフラへの予算配分決定過程の透明化に約７割
が賛成。

アンケート数：2,000（全国民の性別・世代別構成を考慮し調査数は配分）

国民アンケート



アセットマネジメントを国民が
より理解するために・・・
• 自治体がメンテナンスを戦略的かつ効率よく進めるためには、
国民がＡＭ導入によるメリットを理解した上で、その導入を
後押ししていくことが必要と考えます。

• 国民がこのＡＭを理解するための手段としては何が望ましい
と思いますか。
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72.9%(1,187)

55.0%(896)

35.5%(578)

27.9%(455)

3.4%(56)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビ、新聞

インターネット・SNS

自治体のホームページ

授業・講座など

その他

 全体では「テレビ、新聞」の比率が高い。

アンケート数：2,000（全国民の性別・世代別構成を考慮し調査数は配分）

国民アンケート

アセットマネジメント導入に関
する自由意見
• 今後、老朽化が進行するインフラのメンテナンスや、インフ
ラのメンテナンスを戦略的かつ効率よく進めるためのＡＭの
導入などについて、ご意見があれば聞かせてください。（自
由回答）
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適切な説明・広報

計画・予算の厳格化

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ導入推進

民間活用

効率化

透明性確保

災害対応・安全確保

施設の統合・廃止

優先順位

予算確保・増

地方のインフラ

IT等・新技術活用
教育への関知・育成

コスト縮減

長期予算の策定

入札・調達

新規整備の推進

計画の柔軟性

新設の見直し

 「適切な説明・広報」に関する意見が最
も多く、続いて、「計画・予算の厳格
化」、「ＡＭ導入推進」に関する意見が
続く。

 なお、各自由回答に対するカテゴリ分け
は事務局にて実施。

国民アンケート



２．自治体アンケート
及びヒアリング結果
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自治体アンケートの目的
（全２回）
• 国民のアンケート結果を共有した上で、インフラオーナーで
ある自治体にアンケートを行い、メンテナンスからマネジメ
ント（アセットマネジメント）への変革についての意識（意
向）を確認。

第１回 前述の「国民アンケート結果」を共有した上で...
◆老朽化の認知度向上について

◆統廃合への取り組みについて

◆メンテナンスの費用負担の考え方について

◆民間の経営や技術能力の活用について

第２回

◆ＡＭ実装に向けての懸念事項について

◆ＡＭ実装に向けて支援が必要な具体的内容について

16

自治体アンケート



自治体アンケート実施時期・調査数

実施時期： （第１回）２０２２年１２月に実施

（第２回）２０２３年 ９月に実施

対 象： インフラメンテナンス国民会議の

自治体会員を対象に実施

回 収 数 ： （第１回）５６３自治体（１，０４６組織※）

（第２回）４９９自治体（１，０４９組織※）

※１つの自治体から複数組織の回答も含む
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自治体アンケート

国民のインフラ老朽化の認知度
に対して

• 国民は、インフラの老朽
化について「知っていた
（聞いたことはある）」
が約８割であった。

• 自治体では、さらなる認
知度向上のため、積極的
にアナウンスすべきとの
意見が約８割弱と多くを
占めた。
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【自治体アンケート】

【国民アンケート】
知っていた ⇒７７．２％

 老朽化については継続的なアナウンスにより
認識を高める取り組みが求められている

積極的にアナウンス ⇒７５．３％

自治体アンケート



インフラ老朽化の実情に関する
国民への説明について

•インフラの老朽化の実情の説明が十分でないとの回
答が約半数に達している。
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 住民への説明不足は自治体も認識しており、説
明が滞っている要因の整理が求められている

【自治体アンケート】

説明が不十分 ⇒５１．８％

自治体アンケート

【国民アンケート 情報発信手段の要望】

ＳＮＳによる発信を希望
⇒５５％

【自治体アンケート 情報発信の方法】

ＳＮＳによる発信
⇒ほとんど無い

国民への説明手法について

• 国民アンケートでは、テ
レビや新聞、ＳＮＳ等に
よる情報発信を望んでい
る。

• 一方で、自治体はホーム
ページによる情報公開が
約９割と非常に多い。

• ＳＮＳの活用は進んでい
ない。
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 様々な世代への情報発信のため、ＳＮＳやテレ
ビや新聞等の活用も求められている

自治体アンケート



国民に十分に説明ができていな
い理由について

•「人員不足」が約６割と最も多く、次いで、「情報が整
理されていない」「説明手法が判らない」が約５割と
なっている。
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 人員不足に対する支援、情報の整理、説明手法
に係わる支援が求められている

【自治体アンケート】

「人員不足」が最も多い

自治体アンケート

施設の統廃合について

• 国民はインフラの数を減ら
し、メンテナンス費の縮減
を図ることに約７割が賛成。

• 一方、自治体は「統廃合を
反映済み（予定）」が約４
割、「インフラの統廃合を
反映したいが、反映方法が
分からない」という意見が
約２割
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【自治体アンケート】

【国民アンケート】

23.4%(468) 46.8%(936) 23.2%(464) 6.6%
(132)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

反映方法がわからない

統廃合に賛成 ⇒７０．２％

 インフラ施設の最適化計画策定から事業実施（統廃合を
含む）までの各事項に関する支援が求められている。

自治体アンケート



施設の統廃合について（回答者の
属する自治体規模との相関性）

•自治体の規模が小さ
いほど『反映方法が
わからない』割合が
高い。
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 特に小規模自治体は合意形成等を含む先行事例情報についての支援が求められている

【自治体アンケート_1万人未満】

【自治体アンケート_1万人以上10万人未満】

【自治体アンケート_50万人以上】「反映方法がわからない」の割合
⇒１万人未満 ３４．６％
⇒１万人以上１０万人未満 ２５．４％
⇒５０万人以上 １３．３％

自治体アンケート

アセットマネジメントの導入に
ついて

•「既にＡＭの導入に取り組んでいる」が最も多く
（４３．０％）、「今は取り組んでいないが、今後
前向きに取り組んでいきたい」が続く（２１．
４％）。
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43.0%(451) 21.4%(224) 19.6%(206) 16.0%(168)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既にアセットマネジメントの導入に取り組んでいる 今は取り組んでいないが、今後前向きに取り組んでいきたい

いまのところ、取り組む予定はない 取組むかどうか、わからない

自治体アンケート



アセットマネジメントの導入について
（回答者の属する自治体規模との相関性）

•人口が少ない自治体ほどＡＭ導入は進んでいない。

16%(17)

35%(169)

37%(39)

53%(67)

70%(159)

28%(30)

24%(114)

20%(21)

21%(27)

14%(32)

30%(32)

23%(110)

25%(27)

11%(14)

10%(23)

26%(28)

18%(89)

18%(19)

15%(19)

6%(13)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1_1万人未満

2_1万人以上～10万人未満

3_10万人以上～20万人未満

4_20万人以上～50万人未満

5_50万人以上

既にアセットマネジメントの導入に取り組んでいる
今は取り組んでいないが、今後前向きに取り組んでいきたい
いまのところ、取り組む予定はない
取組むかどうか、わからない

自治体アンケート

人口多

人口少
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アセットマネジメント導入（実
装）に前向きである理由

•「インフラ長寿命化と、メンテナンス費用の縮減を
実現するため」が最も多い（６０．７％）。次に
「限りある予算に対する各インフラへの配分決定過
程の透明化を実現するため」（２４．１％）が続く。
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60.7%(634) 24.1%(252) 13.0%(136)
2.2%(23)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

インフラ長寿命化と、メンテナンス費用の縮減を実現するため
限りある予算に対する各インフラへの配分決定過程の透明化を実現するため
インフラの点検や補修といったメンテナンスに関する技術的なノウハウの後の世代への継承を実現するため
その他

自治体アンケート



アセットマネジメント導入（実
装）にあたっての現状の課題

•「ＡＭ導入しても策定した長寿命化計画と、財政計画や
経営戦略等にギャップが生じ、対応できなくなることを
懸念している」が最も多い（２８．２％）。次に「導入
と運用に際しての体制（担当部署・技術者等）が整って
いない」（２７．１％）が続く。
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10.3%(115) 27.1%(302) 6.8%(76) 28.2%(315) 14.9%(166) 8.7%(97)

4.0%(45)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

AMの有効性（メリット・デメリット等）についての自治体側の認識不足
導入と運用に際しての体制（担当部署・技術者等）が整っていない
AMの導入にあたっての有効性に関する住民への周知・説明が不足している
AM導入しても策定した長寿命化計画と、財政計画や経営戦略等にギャップが生じ、対応できなくなることを懸念している
台帳や維持管理情報のデジタル化が未実施で、管理施設数や健全性を把握できていない
特になし
その他

自治体アンケート

アセットマネジメント導入（実
装）の取り組みを実施しない理由

•「導入検討にあたっての自治体側の体制（担当部
署・技術者等）が整っていない」が最も多い（３２．
５％）。次に「導入にあたってのプロセスや手法、
自治体側の手続きの方法がわからない」（２３．
６％）が続く。
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23.6%(181) 21.5%(165) 32.5%(249) 17.7%(136)
4.7%(36)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入にあたってのプロセスや手法、自治体側の手続きの方法がわからない
導入による有効性（メリット、デメリット）がわからない
導入検討にあたっての自治体側の体制（担当部署・技術者等）が整っていない
導入検討にあたっての予算が確保できない
その他

自治体アンケート



官民連携の導入について

•「いまのところ、取り組む予定はない」が最も多い
（４４．４％）。次に「取組むかどうか、わからな
い」（２２．９％）が続く。
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15.9%(165) 16.9%(176) 44.4%(462) 22.9%(238)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既に官民連携の導入に取り組んでいる
今は取り組んでいないが、今後前向きに取り組んでいきたい
いまのところ、取り組む予定はない
取組むかどうか、わからない

自治体アンケート

官民連携の導入に前向きである
理由

•「包括的民間委託等の多様な契約方法の導入」が最
も多い（２５．３％）。次に「メンテナンスサイク
ルの確立」（１８．１％）が続く。
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18.1%(123) 12.9%(88) 25.3%(172) 10.1%(69) 11.7%(80)
6.8%(46)

1.9%(13)
13.2%(90)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

メンテナンスサイクルの確立 施設の集約・再編の推進

包括的民間委託等の多様な契約方法の導入 技術の継承・育成

新技術の活用 データの活用

住民への周知・説明 その他

自治体アンケート



官民連携の導入の取り組みを実
施しない理由

•「導入検討にあたっての自治体側の体制（担当部
署・技術者等）が整っていない」が最も多い（２５．
２％）。次に「導入による有効性（メリット、デメ
リット）がわからない」（２１．２％）が続く。
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17.9%(261) 21.2%(310) 25.2%(368) 13.5%(197) 17.7%(259)4.5%(66)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入にあたってのプロセスや手法、自治体側の手続きの方法がわからない
導入による有効性（メリット、デメリット）がわからない
導入検討にあたっての自治体側の体制（担当部署・技術者等）が整っていない
導入検討にあたっての予算が確保できない
民間企業（地元業者等）が参入するか懸念
その他

自治体アンケート

アセットマネジメントや官民連携
の導入に向けて支援が必要な事項

•「国の補助の拡充」が最も多い（３１．４％）。次
に「ＡＭや官民連携の導入にあたっての情報（手引
きやマニュアル、講習会等）」（３０．４％）が続
く。
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30.4%(656) 13.9%(299) 18.1%(391) 31.4%(677)
0.6%(13)

4.2%(91)
1.3%(29)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

アセットマネジメントや官民連携の導入にあたっての情報（手引きやマニュアル、講習会等）
台帳や維持管理情報のデジタル化の技術的支援
国や県からのアセットマネジメント導入に係る積極的な周知・説明
国の補助の拡充
アセットマネジメントや官民連携が導入できるインフラがないため不要
アセットマネジメントや官民連携の導入予定はないため不要
その他

自治体アンケート



アセットマネジメントや官民連
携の導入と求められる支援内容
• 現状のＡＭ導入状況により、望まれる支援内容に違いを確認

33

自治体アンケート

29%(260)

33%(162)

28%(118)

33%(114)

15%(135)

15%(74)

11%(48)

12%(42)

14%(127)

20%(97)

21%(87)

23%(80)

37%(331)

31%(153)

27%(113)

23%(80)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既にアセットマネジメントの導入に取り組んでいる

今は取り組んでいないが、今後前向きに取り組んでいきたい

いまのところ、取り組む予定はない

取組むかどうか、わからない

アセットマネジメントや官民連携の導入にあたっての情報（手引きやマニュアル、講習会等）
台帳や維持管理情報のデジタル化の技術的支援
国や県からのアセットマネジメント導入に係る積極的な周知・説明
国の補助の拡充
アセットマネジメントや官民連携が導入できるインフラがないため不要
アセットマネジメントや官民連携の導入予定はないため不要
その他

 導入済み：国の補助の拡充

 未導入：情報提供（手引きやマニュアル、講習会等）、国等からの周知・説明

自由意見（第１回自治体アンケート）

34

 「国民の意見が確認でき、今
後の参考となった」が最も多
く、続いて「適切な説明・広
報が必要」「統廃合に係る合
意形成に懸念」の意見が続く。

 なお、各自由回答に対するカ
テゴリ分けは事務局にて実施。

自治体アンケート



自治体アンケート結果のまとめ

•老朽化については、積極的にアナウンスすべきとの意
見が約８割と多い一方、住民への説明不足を認識。

•インフラメンテナンス計画への施設の統廃合は、「反
映済み（予定）」の意見が約４割であった一方、住民
との合意形成に懸念があるとの意見が多数。

•官民連携を「導入済み」「導入予定」あわせて約１割
と低く、「導入については未検討」の意見が約３割。

•自治体規模が小さいほど、インフラの老朽化対応に苦
慮。
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 老朽化についての情報発信、施設の統廃合、官民連携の実
現に向けて自治体の実情に合った支援が求められている

自治体ヒアリング

■第１回（アセットマネジメント導入済みの自治体）

• Ａ県 企業局 水道企画課

• Ｂ県 河川環境課

• Ｃ市 下水道整備課

• Ｄ市 建設部 土木課・道路維持課

■第２回（アセットマネジメント未導入の自治体）

• Ｅ市 土木建設部 土木河川課

• Ｆ市 都市建設部 維持課

• Ｇ市 都市建設部 維持管理課

※ＡＭ導入状況、人口規模、管理する施設種別を考慮し、選定
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自治体ヒアリング まとめ
（現状について）

ＡＭ未導入の自治体では…

• ＡＭの定義や考え方が、内部で十分浸透していないため、情
報共有が必要

• 対象アセットについては社会情勢の変化とともに、集約・撤
去を行うような局面がいずれ来ることは想定している

ＡＭ導入済みの自治体では…

• アセットオーナーとして技術部門と経営部門の意識の擦り合
わせが必要

• 先行して道路分野で取り組んではいるが、分野によって状況
が異なる。特に河川のＡＭや官民連携の導入事例があると参
考になる

• 官民連携を進めていきたいが、人手不足であり、国の補助が
ないと進めていくのが難しい 37

自治体ヒアリング まとめ
（希望する支援策について）

38

•ＡＭ導入のためのマニュアルや参考資
料（導入事例等）を作成してほしい。

•ＡＭや官民連携の導入後の効果検証方
法について知りたい。

•ＡＭに関する講習会を希望。ＷＥＢの
方が参加しやすい。

•ＬＣＣ低減のための効果的なマネジメ
ント手法の提供を期待している。



３．包括管理取組自治体
の紹介

（１）三条市の事例

（２）府中市の事例

（３）多摩市の事例
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（１）三条市の事例 ～全体概要～

社会資本に係る包括的維持管理業務委託事業名称

令和６年度～令和１０年度（５年間）事業期間

市内全域で実施。①嵐北・大島、②下田、③栄、④嵐南事業区域

１）計画準備業務 ２）全体マネジメント業務 ３）窓口業務 ４）巡回業務
５）道路維持管理業務 ６）公園等維持管理業務 ７）水路等維持管理業務
８）引継業務

業務内容

地元建設会社・地元造園会社・建設コンサルの共同企業体 ※嵐北・大島地区の体制受注者の構成

1,129,700,000 円（消費税含む） ※嵐北・大島地区の金額
事業費

(契約金額)

背景

目的

経緯
H29～H30年度 市街地エリアで包括的維持管理スタート（第１期）
H31～R５ 年度 市内２エリアに拡大（第２期）
R６ ～R10年度 市内全域に拡大（第３期）

• 効率的・効果的な社会資本の維持管理の実現

• 持続可能な地域の建設業者の構築に寄与する新たな維持管理体制づくり

• 対象区域・契約期間・業務内容等の拡大に向けた課題の改善と、更なる導入効果の発現

インフラ老朽化、職員減少市

民間業者 公共事業縮減、若手技術者の減少

市
民

• 適切な維持管理を持続する体
制が破綻

• 安心したインフラを利用する
ことができない

段階的な
導入・拡大
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（１）三条市の事例 ～丁寧なスキームづくり～
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（１）三条市の事例 ～段階的な拡充～
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（１）三条市の事例 ～建設コンサルタントの役割～

 建コンの立ち位置・役割（受注者側）：第３期

Ｊ Ｖ
構成

総括（全体マネジメント、窓口） マネジメント支援

〈ｺﾝｻﾙ1社〉

植栽
管理

巡回業務／公園等維持管理

照明
管理

道路維持管理／
水路等維持管理

役割
（ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）

役割
（現場）

〈造園１社〉〈建設4社〉 〈電気１社〉
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（１）三条市の事例 ～建設コンサルタントの役割～

44
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（２）府中市の事例 ～全体概要～

赤：2期追加・変更項目

 市内を3地区に分割し、3事業者にて対応。

 コールセンターによる住民要望受付から、道路の日常管理対応を包括
的民間委託にて実施する業務。

 市内全域2期は５年間の長期契約にて実施。

◇包括的民間委託による道路維持管理

内容項目
第1期：3年間（2021年4月1日～2024年3月31日）
第2期：5年間（2024年4月1日～2029年3月31日）履行期間

市全域（東地区：代表地区、南西地区、北西地区の3地区に分割発注）対象区域

統括マネジメント業務、巡回業務、清掃業務、植栽管理業務、害獣・害虫対応業務、道路反
射鏡・案内標識・街区表示板管理業務、補修・修繕業務、事故対応業務、災害対応業務、
コールセンター業務（東地区が全体を統括）、要望相談対応業務、占用物件管理業務、法
定外公共物・用水路の除草等の維持管理業務

総価契約
※50万円未満対

象
業
務

新設・補修・更新業務、樹木剪定等業務単価契約
※50～500万円未満

業務計画書の作成、日常報告の実施（毎日）、月例定例会議の実施（月1回、市担当者と
各地区受注者毎）、総合定例会議（6ヶ月に1回）の実施、報告書の提出、リスク管理、受
注者が自ら実施する業績監視の実施と報告、その他各対象業務の管理指標（安全・安心の
確保等）

要求水準
（抜粋）

表３ 東京都府中市の道路等包括委託の事業項目と内容
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（２）府中市の事例 ～丁寧なスキームづくり～

 包括委託とマネジメントシステム活用による効果

 業務のしかたの転換：統括マネージャー、業務担当者、（管理者）は、業務をデジタル
データベースに転換し、マネジメントシステムによりデータをシームレスにつなぐことで、リアルタイム
な情報共有、一元管理を実現し、効果的、効率的なマネジメントおよび業務が定着

 要求水準への対応：性能規定、総価契約、複数年契約を踏まえた行動が管理者-JV間
で共有され協議等の回数、時間の縮減

 役割移転（市民等の要望受付）：3地区の要望受付を担い、受付業務の熟度の向上
（地名・通りの把握、マネジメントシステムによる現地箇所の把握、過去の通報者とのコミュニ
ケーション促進等）、マネジメントシステムによる3地区への自動配信等の効率化、迅速化

 月例報告：マネジメントシステムにより報告書類の自動化および編集支援による大幅な時間
削減

 技術力、実効性の向上：データ活用（客観性）と担当者の経験（暗黙知）の協議の
「場」の設定（JV会議、定例会議を利用）による実効性の高い仕事のしかたの改善

 新たな仕事のしかたへの転換（JVの創意工夫）：除草を対象に、住民要望のリピート性
等、蓄積データを分析し、分析結果に担当者の経験・ノウハウを掛け合わせ、「要望対応」か
ら「計画的対応（定期業務の中に）」に仕事のしかたを転換し、住民満足度の向上、業務
担当者の効率化
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（２）府中市の事例 ～丁寧なスキームづくり～
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（２）府中市の事例 ～段階的な拡充～

48



（３）多摩市の事例

 ５年間の長期契約にて、１事業者が、定期点検・長寿命化修繕計画の
改訂・補修設計を包括的に実施する業務

◇包括的民間委託による橋梁維持管理

現在
令和元年度 令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度

定
期
点
検

計
画
改
訂

補
修
設
計

 長寿命化修繕
計画の改訂

 システム構築

 計２９橋  計２７橋  計３９橋  計４２橋  計３４橋

 計１橋  計２橋  計３橋  計２橋

※追加５橋は令和４年度以降

【与条件の変化例】
令和４年度道路メンテナンス事業補助制度により、
新技術の活用等の数値目標や検討等が要件の一つとなる。

プ
ロ
セ
ス
の
思
想
・方
針
等
の

一
貫
性
・業
務
の
効
率
性
の
向
上

点検・診断の統一性の向上／小さなＰＤＣＡからこまめに回す改善の加速化 49
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個別施設計画

維
持
管
理
プ
ロ
セ
ス

対象施設・分野/事業/管理者

更新工事

修繕工事

設 計

点検・診断
（定期点検）

日常管理
（維 持）

道 路
（構造物）

橋 梁 その他
ｲﾝﾌﾗ・管理者・事業

建
コ
ン
業

建
設
業

建
設
業

擁
壁
等
へ
拡
大

多摩市モデル
（ｺﾝｻﾙﾜｰｸの包括化）

群
マ
ネ
へ
（
分
野
・広
域
連
携
）

日常管理（維持工事等）との連携へ
従来の主な

包括委託スキーム

第一期

第二期拡大対象

第一期（令和元年度～令和５年度）：【橋梁】点検・診断、補修設計、長寿命化計画（個別施設計画）
第二期（令和６年度～令和10年度）：【橋梁】点検・診断、補修設計、長寿命化計画（個別施設計画）

【擁壁・のり面】点検・診断

 対象範囲
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橋梁維持管理に係る主な課題 A）包括導入により改善
B）事業者提案による
さらなる改善

１
早期措置段階（健全性Ⅲ）の橋梁の措置が進まない。
⇒予防保全的な管理への転換が進まない。 － ●

２ ｺﾝｻﾙによって健全性診断の精度にﾊﾞﾗﾂｷがある。 ● ●

３

橋梁定期点検業務を５年で一巡するよう
毎年度発注する事務が負担である。
その他補修設計等も個別に発注しており負担である。

● －

４
個別施設計画（長寿命化修繕計画）の管理方針・水準
等の思想と補修設計成果に一貫性がない。 ● －

５
定期点検とは別に、補修設計時にも近接して現地確
認しており二度手間である。 ● －

６

発注者側も受注者側も、年度によって担当者が変わ
ることから、引き継ぎがうまくいかない。
または橋梁維持管理のＰＤＣＡが回りにくい。

● ●

７
地元企業の力量に不安がある。
または地元企業の育成が必要である。

●
※大手と地元のJV等

－

８ 新技術の導入やﾃﾞｼﾞﾀﾙ化、DX等の取組が進まない。 （●）
※ﾌｨｰﾙﾄﾞとしては必須

●

 包括委託による課題の改善

 包括委託による効果

損傷状況の把握

緊急対応が必要 詳細調査又は
追跡調査

橋梁構造の
安全性のため

Ｅ１

Ⅳ

Ｅ２

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

補修等が必要
（★）

詳細調査
の必要性あり

次回点検迄に
補修等が必要

ＮＯ ＮＯ

橋梁構造の
安全性のため

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ
ＹＥＳ

ＹＥＳ

Ｓ１ Ｓ２ Ｃ２＋

ＮＯ ＮＯ

ＹＥＳ ＹＥＳ

Ｃ１

ＹＥＳ

Ｂ Ａ

Ⅲ Ⅱ Ⅰ

ＮＯ

ＮＯ

対策
区分

健全性
区分

ＮＯ

（★）へ

第三者被害の
予防のため

維持工事対応
が適当

Ｃ２－Ｍ

Ⅱ Ⅲ

▼目 的：
 診断精度の向上（＝精度の問題やバラツキの解消）
 早期措置段階の橋梁の対策と伴走可能な予防保全的措置の進捗（＝維持工事対応の仕分け）
▼結 果：
 診断の改善や従前の単価契約による維持工事の適正化・円滑化
 対象橋梁の健全性分布の飛躍的な改善
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４．まとめ
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まとめ

国民アンケートの結果より

•官民連携やＡＭの推進については概ねに賛
同を得ていることが判明

自治体アンケート及びヒアリング結果より

•包括管理については、すでに多くの自治体
で導入の検討に着手

•官民連携やＡＭの導入効果は認識している
が、自治体側の体制が整っていない

•ＡＭ導入に向けてマニュアル整備や講習会
の実施等による支援がほしい

54



建設コンサルタンツ協会として
の具体的支援策（今後３年間）

• 協会のホームページにＡＭの...
 ベストプラクティス集：効果的な取組みを行っている事例を抽出したもの

 カタログ集：建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが提供可能なサービス・技術をリスト化したもの

を掲載、建設コンサルタントへの情報提供を行い、自治体のＡＭ導入を支援

• 海外・国内のＡＭ事例の収集整理を継続し、協会主催のマネジメントセミ
ナー、自治体向けのＡＭセミナーでの報告・周知

• これまでの委員会活動の成果をとりまとめ、アセットマネジメント事業の担
い手となる決意を宣言した「建設コンサルタントの提言」を策定
 本提言の概要を示したパンフレットは本日会場にて配布しています。

 提言の全文は右記ＨＰに掲載 https://www.jcca.or.jp/achievement/committee_report.html
（一般社団法人建設コンサルタンツ協会ホーム> JCCAの活動成果 > 委員会レポート）

• 異業種と連携することにより、建設コンサルタントが施設管理者（アセット
オーナー）の代理（アセットマネージャー）として、包括的民間委託の取組
みの実例を積極的に取り上げ、横展開を支援 55

ご清聴ありがとう
ございました
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